
平成３０年度就労・生活支援センター ほっと 

事業実績報告書 

１ 総括      

当センターにおける就労者数は年々増加の一途をたどり、平成３０年度末現在で３５１名、うち

３０年度の新規就労者は５４名となっている。就職者が増えると比例して職場定着に向けた支援も

増え、業務に占める割合・重要性は年々増加している。その数は年間２，７６６件となり、全相談

件数８，７８２件のうち約３１％を占めている。また、相談者の状況をみると、発達障害・高次脳

機能障害も含めた精神疾患のある方の相談者数は年々増加しており、３０年度の新規相談者１０２

名のうち７１％を占めている。精神疾患のある方の相談では、医療機関との連携を含め、求められ

る支援内容が多様化する傾向にある。 

こうした状況から、当センターではおもに精神疾患の方への支援強化と職場定着支援の充実を継

続して取り組んできた。精神疾患の方への支援については、研修等による支援スキルの向上や医療

機関との連携による支援の重層化に取り組み、生活リズムの構築や就労準備支援の提案、就労の継

続に効果が出ている。定着支援については本人や家族・就労先などのニーズに応じながら、効率的・

効果的な支援を取り組んだ。また、３０年度新たな障害福祉サービスとして就労定着支援事業がス

タートしたが、定着支援の役割分担は継続就労者３００名程度のうち、これまで９名となっている。 

就労支援センターへの相談者数、就労者数の増加は今後も継続すると予測しており、支援量の拡

大に対して支援体制の整備は大きな課題となっている。そのために、職員の相談支援スキルの向上

に取り組んだほか、障害福祉サービス事業との連携による役割分担や必要性に応じた支援の優先順

位など効率化を意識した１年でもあった。 

  

２ 事業主体 

  １）施設名   小平市障害者就労・生活支援センター ほっと 

  ２）事業種別  区市町村障害者就労支援事業 

  ３）所在地   小平市大沼町２－１－３ 未来ワークセンターⅠ内 

  ４）運営主体  社会福祉法人 未来   

５）利用登録者数   ５６５名（平成３１年 ３月３１日現在） ※前年度 ４８１名 

６）今年度就労者数   ５４名（平成３１年 ３月３１日現在） ※前年度  ６１名 

７）法人認可年月日  平成１４年１２月１１日 

８）事業開始年月日  平成１９年 ４月 １日 

９）職員 ９名 （平成３１年３月３１日現在） 

施設長 １名 （就労支援コーディネーター兼務） 

就労支援コーディネーター ３名（市内障害者施設販売促進事業担当兼務） 

生活支援コーディネーター ２名 

     地域開拓促進コーディネーター １名 

企業内訓練指導員 ２名 

 

３ 基本理念   一人ひとりの自己実現の支援 

互いの尊厳の尊重と信頼関係の構築 

安心と希望の持てる生活 

 

４ 基本方針 

就労に関する相談および支援を希望する障害のある方、障害者雇用に関する相談および支援を希

望する事業者を対象とし、相談者の個々のニーズに応じた支援・助言を行う。 



５ 事業内容 

１）相談（来所および電話） 

（１） 就労および生活全般に関する相談の受付 

（２） 就労支援機関および障害福祉サービス事業所の説明・紹介 

（３） その他、相談者のニーズに応じた情報提供 

２）就労支援 

（１） 相談者、家族の就労・生活支援に関するニーズの聞き取りと把握 

（２） 障害福祉サービス事業所および関係機関の見学、同行、実習等の支援 

（３） 企業面接および実習への同行支援 

（４） 就労後の職場定着・継続のための支援 

（５） 特別支援学校、職業訓練校新卒就労者の就労先企業との支援引き継ぎによる連携 

（６） 離職に向けた支援、退職後の支援 

３）生活支援 

  （１）暮らし全般にわたる支援 

  （２）金銭管理、住居、余暇活動、各種手続きに関する支援 

 ４）企業支援 

（１）障害者雇用への理解・啓発、情報提供 

（２）就労・生活支援センターの業務・役割の説明 

（３）就労者１人ひとりに応じた具体的支援の提案 

５）その他 

（１） 小平市役所庁舎内実習（業務委託） 

（２） 多摩済生園での企業内訓練事業（業務委託） 

（３） 市内障害者施設製品販売促進事業（業務委託） 

（４） 市報の広報ボックス配布事業（業務委託） 

（５） 支援センター内交流スペースの開設 

（６） 就労者交流会の開催（年４回） 

（７） ほっと就労支援連絡会の実施（年５回） 

（８） 地域開拓促進コーディネーターによる地域企業開拓 

（９）就労・生活支援センターのＰＲ、「ほっと通信」の発行（年４回） 

 

６ 連携体制 

１）小平市役所、小平市地域自立支援協議会 

２）登録者の所属する障害福祉サービス事業所 

３）地域生活支援センターあさやけ、障がい者地域自立生活支援センターひびき 

４）小平商工会 

５）権利擁護センターこだいら、ＮＰＯ法人あらかると 

６）ハローワーク立川専門援助部門・雇用指導官および登録者居住地域のハローワーク 

７）東京障害者職業センター多摩支所 

８）登録者就労先企業・事業所 

９）特別支援学校、定時制高校、サポート校などの教育機関 

１０）東京都立多摩総合精神保健福祉センター、多摩小平保健所 

１１）国立精神・神経医療センター病院などの関係医療機関 

１２）都内就業・生活支援センター及び就労・生活支援センター 

１３）国立職業リハビリテーションセンター、東京障害者職業能力開発校等の職業訓練校 

１４）その他個別の支援に必要と思われる機関 

 



７ 重点課題・目標に対する成果と課題 

１）活動 

（１）多様化する精神疾患のある相談者への対応 

通院同行が必要と判断している精神疾患のある相談者に通院同行を実施し、（５０名程度と

見込んでいる）就労支援の進め方や生活リズムのための支援方法について主治医や担当ワー

カーと相互確認を行う。また、精神疾患・発達障害のある相談者への対応方法などの研修に

参加し、内容を職員会議で共有して相談支援スキルの向上に役立てる。 

 

   【成果と課題】 

ほっと登録者で通院同行が必要と判断している４５名のうち、今年度２４名の同行を

計画した。（昨年度２１名を実施済み）そのうち、１６名の通院同行を実施し、今後の就

労支援の進め方など主治医や担当ワーカーと意見交換を行うことができた。８名につい

ては本人の同意が得られないケースや通院日が土曜日に限定されるなどの課題があり実

施できなかった。本人への支援を継続する上での通院同行の必要性を説明し、平日への日

程変更を依頼するなどして実施できるようにしたい。 

また、６月に行われた精神保健基礎研修に職員４名が参加するなど、精神障害・発達障

害のある方への相談支援に関する研修に全職員が年２回ずつ参加した。研修参加者は、職

員会議にて研修内容の報告を行った。 

 

（２）定着・継続支援の充実 

新規就労者については、学校や就労先企業、就労移行支援事業などの障害福祉サービス事業

所等と連携し就労初期支援を手厚く行うことで、本人が安心して働き続けられる基盤作りを行

う。継続就労者については、定期的な職場訪問・電話連絡等により本人・企業側の課題やニー

ズを把握し、できるだけ早い段階で修正・課題解決を行う。 

新たな障害福祉サービスとしてスタートする職場定着支援事業については、実際に機能した

場合に、増え続けるほっとの定着支援を分担して行えるのかを検討する。 

 

【成果と課題】 

３０年度末現在、就労定着支援の対象者は３５０名程度（前年度比概ね３０名程度の

増加）となっている。今年度に就労した５４名に対しては、学校や企業、就労移行支援

事業所などと連携し支援を集中的に行った。４名が急逝または職場不適応による退職で

支援終了となった以外は、全員継続して就労している。前年度からの継続就労者３２０

名程度については、定期的な職場訪問・電話連絡等により本人・企業側の課題やニーズ

を把握した。早急に解決が必要な対象者については、関係者と対策を協議し課題解決を

図ったが、３０年度は３１名が離職した。（再就職１０名、障害福祉サービス利用や職業

訓練校通所などの再訓練３名、体調不良等による在宅１７名、急逝１名） 

また、今年度新たな障害福祉サービスとして就労定着支援事業がスタートしたが、対

象者が障害福祉サービス事業所から３年以内に一般就労へ移行した方に限られているこ

とから、この事業への定着支援の役割分担は、これまで９名にとどまっている。 

 

（３）相談者の現状やニーズに合わせた職業準備支援の実施 

職業準備が必要な相談者に対して、一人ひとりの現状やニーズを把握するとともに、障害福

祉サービス事業所や企業内訓練など、その人にあった職業準備支援を紹介し、事業所への見学

同行や本人の実習中の様子の把握・振り返りを行う。  

        

【成果と課題】 



日中活動先に所属していない登録者１１５名のうち、４９名に対して障害福祉サービス

事業所や企業内訓練などを紹介し、１８名が障害福祉サービス事業所へ、１１名が企業内

訓練の利用へと至った。また、１５名が企業へ就職し、残りの７１名については、状況確認

を継続しているが、準備が順調に進まない方や就職活動を単独で行う方が多い。 

                                                                                                              

（４）バウム、就労移行支援事業所との連携による就労へのステップアップの仕組みの実施 

バウム、ワークセンター夢の樹・就労移行、当センターの三事業所が合同で月１回実施する

会議において、バウムからの評価表をもとに、ステップアップの可否について判断を行い、可

能と判断した対象者に対して、市内の就労移行支援事業所の見学会の実施と事業の説明、具体

的な実習の日程調整など、移行支援事業利用に向けた支援を行う。 

 

【成果と課題】 

バウム、ワークセンター夢の樹・就労移行、ほっとの三事業所で月１回実施する会議

において、バウム全利用者２５名に対して、評価表をもとにステップアップ可能かどう

かの判断を行った。また、ステップアップの対象者となった１名に対して、市内の就労

移行支援事業所の見学会の実施と事業の説明、実習の日程調整を行った。実習終了後に

就労移行支援事業利用の可否についてバウムも含めて再評価を行い、就労移行へのステ

ップアップを果たした。 

ここ数年ステップアップ候補者は減少傾向にある。全般的に見て新規のバウム利用者

の作業能力や生活能力のレベルは低下傾向にあり、障害者雇用の促進とともにバウム利

用者の状況の変化が見られている。 

 

（５）地域の社会資源、就労支援関係機関との連携 

これまでの小平市就労支援連絡会と就労支援事業所会議を統合し、「ほっと就労支援連絡会

（仮称）」を年５回（５月、７月、９月、１１月、１月）実施する。 

参加機関・・市内の一般就労への支援に取り組む事業所、相談支援センター、 

小平市障がい者支援課など１７か所 

 

【成果と課題】 

市内の障害福祉サービス事業所、相談支援センター、障がい者支援課などの関係機関が連

携を強化し、就労支援より充実させることを目的として「ほっと就労支援連絡会」を計画通

り５回開催し、毎回１０団体以上の参加があった。参加団体の状況報告、広域支援機関の取

組みの報告、企業における障がい者雇用に関する学習会を行い、参加者からは「活発な情報

交換などが行えて良かった」という声も聞かれた。 

 

２）人材育成 

（１）施設長  

・業務の効率化を図り、出張業務を職員へ引き継ぐ。センターにいる時間を増やすことで、

職員からの報告及び相談に即時対応する。 

 

【成果と課題】 

外部会議と職場訪問の職員への引き継ぎを行ったが、９月末で職員１名が退職したことに

より、１１月に入職した職員へ改めて職場訪問の引継ぎを行っている。また、計画的な職場

訪問など業務の効率化の工夫により、センターにいる時間は月平均１５時間程度多くなって

いる。各職員からも相談時間が増えて業務が円滑になったという評価があった。 

 



（２）全職員 

①相談しやすい雰囲気、傾聴する姿勢を持ち、信頼関係の構築を図る。 

  ②障害者雇用にかかわる法制度や地域の社会資源について学習する。 

  ③精神疾患・発達障害の研修に年２回以上参加するとともに、その内容について職員会議 

で報告する。 

 

【成果と課題】 

 相談支援を通じて、相談者の信頼関係は全般的に構築されていると感じている。障害者

雇用に関わる法制度や地域の社会資源については施設長が講師となって学習会を実施し

た。また、精神疾患・発達障害のある相談者への対応方法などの研修に全職員が計画通り

年２回ずつ参加し、職員会議で報告を行った。その他、ケース検討会議や保健所・職業訓

練校との情報交換会を通じて、相談支援における知識や技術の習得が行えたと感じている。 

 

３）経営管理 

（１）月次試算結果から経営状態を把握し、計画的な予算執行を行う。 

 

  【成果と課題】 

予算計画作成の段階で試算に誤りがあり、上半期に補正を行い修正した。月次分析に基づ

き必要に応じて補正予算を行い、計画的に予算が執行されている。 

 

（２）月次試算結果を毎月の職員会議で報告し、全職員の経済的意識の向上をはかる。 

  ・未使用スペースの消灯等節電の徹底。 

 ・整理整頓により、備品、消耗品等の在庫管理を徹底する。 

 

【成果と課題】 

備品、消耗品等の在庫管理の徹底は図られたが、上半期は未使用スペースの消灯等節電

が不十分であった。特に相談者の来訪時と退所後の廊下の電灯の消し忘れが多かったこと

から、下半期は消灯を徹底し、改善が図られたと感じている。次年度は、ミスコピーの削減

に取り組みたい。 

 

（３）運営費の財源確保・相談者交流会における飲食費の実費を徴収する。 

・受託事業の業務手数料の徴収について、市との合意を図り、具体的な聴衆のルールを検討

し、各事業所からの理解を求める。 

・市内の相談支援センターと協力して市と意見交換会を実施し、委託費の増額要請を行う。 

 

  【成果と課題】 

参加者の理解を得て、今年度より相談者交流会の参加料一律５００円の徴収を開始し年間

約１０万円の増収となった。また、市報配布の単価が増額になったことで年間約３４万円の

増収となり、計４４万円の増収という結果となった。委託費については支援センターあさや

けと協力して市の担当者へ増額要請を行い、来年度の経費増額分１５０万が認められた。 

 

８ 開所状況 

  １）開所期間    自平成３０年 ４月 １日  至平成３１年 ３月３１日 

  ２）開所日数 

  （１）週開所日数  ５日間及び６日間（第２、第４土曜日）  

（２）開所時間   午前１０時～午後 ７時 



  （３）年間開所日数 ２６７日（前年度 ２６６日） 

 

９ 支援状況（平成３１年 ３月３１日現在） 

  １）登録者の状況 

    身体障害者： ３６名（前年度 ３０名） 知的障害者： ２４４名（前年度２２１名） 

  精神障害者：２７５名（前年度２１９名） その他の障害者：１０名（前年度 １０名） 

                      合計：    ５６５名（前年度４８０名） 

     

 

２）就労支援・生活支援実績 

 ①方法別件数 

  ・来所（本人、家族、企業、関係機関が就労支援事業所に来所）  

１，５９４件（前年度１，５０８件） 

  ・電話、メール、ＦＡＸ（本人、家族、企業、関係機関が就労支援事業所に連絡等） 

３，３２０件（前年度３，５０７件） 

  ・訪問（企業、関係機関、家庭への訪問）    ２，４７５件（前年度３，１４４件） 

  ・その他（本人、家族、企業、関係機関が企業訪問・面接等への同行） 

１，３９３件（前年度  ７４８件） 

  ・のべ件数                  ８，７８２件（前年度８，９０７件） 

                                  

 ②内容別件数 

  ［就労支援］ 

  ・職業相談（就労全般）            ２，８７４件（前年度２，９１８件）   

  ・就職準備支援（適性、能力の把握、就労意欲や職業能力の向上等）  

２，９５８件（前年度２，７５３件） 

  ・職場開拓件数（障害者雇用のレクチャー、制度へのコーディネート等企業支援） 

                             ３件（前年度    ３件） 

  ・職場実習（通勤支援、実習支援）          １１件（前年度    ９件） 

  ・職場定着支援（契約内容相談、定期的訪問等） ２，５０５件（前年度２，７６６件） 

  ・離職支援（諸手続き、調整等）           ２４件（前年度   ４８件） 

  ・のべ件数                  ８，３７５件（前年度８，４９７件） 

 

  ［生活支援］ 

  ・日常生活支援（出勤準備、通勤生活リズムの調整等）  ８件（前年度   ２１件） 

  ・不安や悩みの解消（対人関係相談）         １７件（前年度   １４件） 

  ・豊かな社会生活を築くための支援（余暇支援、福祉サービスの利用援助等）            

３６６件（前年度  ３５６件）  

  ・将来設計相談（自己選択、自己決定に関する相談）  １６件（前年度   １９件） 

  ・のべ件数                    ４０７件（前年度  ４１０件） 

 

 

３）訓練等実績 

・ 企業実習： １１名 

・ 小平市役所実習： 年３７回（延べ１１５日）、訓練参加実人数：４５名 

・ 小平市役所販売： 年４回（２０日）、訓練参加実人数：２９名 

年間売上：１，５３７，８６０円 



・ 企業内訓練  ： 年２２６日、訓練参加実人数：３５名 

   

４）就職者実績 

  ・ 就職者数 ５４名 （うち、特別支援学校新卒の就職 １７名） 

① 障害種別 

       ・身体障害   ８名 ・知的障害  ２７名 ・精神障害 ２０名 

       ・手帳なし   ０名 ※重複の方１名は、それぞれカウント 

・発達障害（重複カウント） ９名 

 

② 組織形態別 

       ・一般企業  ３５名 ・特例子会社 １４名 ・就労継続支援Ａ型  １名 

・その他（東京都チャレンジ雇用）   ４名  

③ 雇用形態別 

       ・正規雇用   ２名 ・正規以外  ５２名 

④ 職種別 

       ・事務（補助）２４名 ・軽作業   １２名 ・調理（補助） ４名 

       ・清掃     ３名 ・品出し    ３名 ・介護補助   ３名 

       ・その他    ５名（倉庫作業、マッサージ、ＤＴＰデザイン）  

⑤ 就労前状況別 

 ・職業訓練校       ６名  ・就労移行支援事業  ６名 

 ・就労継続支援Ａ型    ０名  ・就労継続支援Ｂ型  ２名  

 ・特別支援学校（新卒） １７名  ・在職（転職）    ５名 

・在宅         １８名 

⑥ １週間あたりの就労時間数 

       ・週３０時間以上    ４５名   ・週２０時間～３０時間  ８名 

       ・週２０時間未満     １名 

 

５）特別支援学校との連携、支援引継ぎ 

・ 平成３０年３月特別支援学校卒業生の支援人数：１７名 

（田無９名、青峰学園２名、南大沢学園３名、小平１名、八王子１名、王子１名） 

・ 平成３１年３月特別支援学校卒業生の支援人数：２１名 

（田無６名、青峰学園８名、南大沢学園３名、永福学園２名、学芸大学附属１名、 

水元小合学園１名） 

・ 特別支援学校移行支援会議：２回（田無、青峰学園）  

 

 


